
《一部新規》
平成２８年度当初予算額　２，１３８万３千円

【目的】

障がいを理由とする差別を解消し、もって共生社会の実現をめざすことを目的とする障害者差別解消法が平成２８年４月から施行されます。
大阪府では、障がい者団体、事業者や学識経験者で構成する部会の検討結果等を踏まえ、「大阪府障がい者差別解消ガイドライン（平成２７年３月策定）等による啓発活動」と「条例に基づく相談、紛争の防止・解決の体制」を車の両輪として、差別解消に取り組みます。

そのため、「大阪府障害を理由とする差別の解消の推進に関する条例」を法と同時に、平成２８年４月から施行するとともに、平成２８年度は、以下のとおり、障がい理解を深めるための啓発活動をより一層進め、条例に基づく障がい者差別に係る相談、紛争の防止・解決の体制を整備します。
【事業概要】

１　差別解消相談体制整備事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔予算額　１，７３８万８千円〕

· 広域支援相談員事業[予算額　１，５００万４千円]

府民や事業者にとって身近な市町村の相談機関における相談事案の解決を支援し、また、相談機関では解決が困難な広域的・専門的な相談事案を取り扱うため、府に広域支援相談員[４名]を配置します。
· 大阪府障がい者差別解消協議会[予算額　２３８万４千円]
附属機関として大阪府障がい者差別解消協議会[委員２０名]を置き、協議会における合議体[事案に応じ、５名で構成]が、広域支援相談員による対応を行っても解決しない事業者における不当な差別的取扱いに係る事案についてあっせんを行うとともに、事業者における合理的配慮の不提供に係る事案も含め、広域支援相談員に対する助言を行います。
２．障がい理解を深めるための企業等向け出前講座事業　　　　　　　　　　〔予算額　２９９万５千円〕
· 　企業等における障がい理解を深めるため、企業等に障がい当事者等を講師として派遣し、講義・体験型の講座を実施します。
３．合理的配慮対応促進事業　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　〔予算額　１００万円〕
· 　事業者が具体的な場面で合理的配慮に即した対応を行うための手引きとなる実践的なマニュアルを作成します。
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障がい者差別解消総合推進事業


～ 障がいを理由とする差別のない、共に生きる大阪の社会をめざして ～












